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地方創生の着実な推進について 

 

《提案・要望の内容》  

 ○地方から東京圏への人口流出について、２０１８年においても１３万人超の転入超過となる

など東京一極集中の改善が見られないことから、第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

においても、引き続き「東京圏から地方への転出・転入を均衡させる」ことを基本目標と

して掲げるとともに、その達成に向けて、政府として自ら、これまで以上に大胆に取り組

むこと。 

〇政府関係機関・企業・大学の地方分散を進めるなど、地方の人口流出に抜本的な対策

を講じること。特に政府関係機関については、第２弾の移転検討を進めるなど、取組を

一過性のものとすることなく、国家戦略として大胆かつ継続的に進めること。 

○地域の実情に応じた取組を地方が継続的かつ主体的に進めていくために、現在、策定

に向けて検討が進められている第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」においても、地方

財政計画における「まち・ひと・しごと創生事業費」を継続・拡充するとともに、十分な一般

財源総額を確保すること。  

〇地方創生推進交付金について、十分な規模を確保して継続するとともに、国と地方の協議

の場を活用するなど、地方の意見を踏まえた大胆な制度改正を行うこと。 

 

１ 地方の実情に沿わない申請要件、使途の制約の廃止を 

・ 重要先駆性の申請要件において各自治体規模等の実情が加味されておらず、地方

創生に資する事業であっても必要条件を満たすことが難しい。 

・ 募集開始から申請締切までの期間が短く、効果的な計画を練り上げられないまま申

請せざるを得ないケースもある。 

・ 旅費等、地方創生を進める中で必要な経費が交付対象外となっており、事業遂行

の妨げとなっている。 

⇒ 各地域の実情に応じた課題の解決に向けて、自主性・主体性を活かした取組が行える

よう、制約の大胆な排除が必要。 

２ 財政力に応じた交付率の引き上げを 

・ １／２の地方負担が必要であることから、財政力が弱い団体は大胆な取組を躊躇せ

ざるを得ない。 

⇒ 事業を継続的、安定的、より効果的に実施していくためにも、財政力に応じた交付率

の引き上げ等が必要。 

【参考】交付金制度に係る県内市町村からの意見 

・ 重要先駆性の要件を満たすことが難しい。自治体規模や地域実情の違いにより、官

民連携や地域間連携が困難となり、交付金活用の妨げとなっている。 

・ 交付申請の期間が短いため、関係者で十分協議し、効果的な連携を構築することが

困難であるとともに、実施計画書と地域再生計画の認定申請書類作成が必要なため、

事務の負担が大きい。 

・ 事業を継続的、安定的、より効果的に実施していくためにも、２分の１の地方負担を

交付税で財源措置するのではなく、全額交付金で交付していただきたい。 



「地方創生」の基盤となる地方分権改革の推進について 

 

 

 

《提案・要望の内容》 

 

【地方分権改革の推進】 

○国から地方への権限移譲については、全国一律の移譲を基本としつつ、「ハローワー

ク特区」のように実証実験的な権限移譲を認めることとし、例えば広域連合の活用な

ど、「地方分権特区」の導入を大胆に推進すること。 

○地方や住民が地方分権改革の意義や効果をより一層感じられるよう、国の地方分権改

革推進本部及び有識者会議において、現在の「提案募集方式」の取組に加え、国と地

方の役割分担や「従うべき基準」の見直しなど制度的な課題について検討を行うこと。 

○地方の実情に応じた施策展開の支障となる「従うべき基準」を廃止し、「参酌すべき

基準」等に見直すとともに、「従うべき基準」の新たな設定は厳に行わないこと。 

○国と地方の協議の場に分科会を設置するなど、国と地方が協力して政策課題に対応

し、政策の企画・立案段階から地方の意見を反映する実効性のある仕組みを構築する

こと。 

○国と地方の税財源の配分を役割分担に見合うように見直し、地方税源の充実ととも

に、税源の遍在性が小さく税収が安定的な地方税体系を構築すること。 

○国と地方の基本的な役割分担を見直し、住民に身近な行政はできる限り地方に委ねる

こと。また、地方版ハローワークなどのように、国と地方の柔軟な連携を通じて、地

域の実情に応じた施策の展開を実現すること。 

 

【提案募集方式】 

○提案の検討に当たっては、具体的な支障事例や制度改正の効果等の立証責任を地方の

みに課すのではなく、提案の実現を前提とした場合の支障などの立証・説明責任を国

が十分に果たせない場合には、原則として地方への権限移譲や義務付け・枠付けの見

直しを行う方式とすること。 

○提案の対象外とされている国が直接執行する事業の運用改善や税財源の移譲等に関

する提案であっても、一律に対象外と整理するのではなく、提案の内容を踏まえて柔

軟に対応すること。 



【現状・課題】 

 ・人口減少や少子高齢化など地方公共団体の現状を踏まえ、国と地方、また都道府県と市町村の基本

的な役割分担を前提としつつも、国、都道府県、市町村という従前の三層性の枠に過度にとらわれ

ることなく、リソースの最大活用の観点から行政の連携を柔軟に考えていく必要がある。 

 ・また、地方分権改革の更なる推進に向けて、実証実験的な権限移譲を行う「地方分権特区」制度の

導入を行うとともに、国においても、制度的議論を行うことが必要である。 

 ・地方が担うべき事務権限に見合った税財源の移譲が行われていないことから、地方の安定的な財政

運営に必要な一般財源総額の確保が必要である。 

 ・地方分権改革推進委員会は第２次勧告及び第３次勧告で義務付け・枠付けの見直しを勧告したが、 

福祉分野を中心に施設等の面積、有資格者の人員配置などに関する基準において、地方に裁量の余

地のない「従うべき基準」が多用されている。第９次地方分権一括法により、放課後児童クラブの

支援員に係る「従うべき基準」の参酌基準化が行われたが、地域の実情に応じた基準を設けること

ができるように引き続き「従うべき基準」の見直しを進める必要がある。 

 ・地方分権改革の手法として一定の役割を果たしている「提案募集方式」は６年目を迎えたが、地方

分権改革の更なる推進のため、「提案募集方式」の見直しが必要である。 

 

【地方分権改革の成果を実感できる制度的担保の必要性】 

より一層の地方分権改革を推進していくには、地方分権の成果を広く地域が実感できるような制度

的担保を図っていくことが重要であり、個々の支障事例を解消する検討・議論に留まらず、以下をは

じめとした制度的議論を展開していくべきである。 

（１）地方主導で行う実証実験的分権特区「地方分権特区」の制度化 

 ・「地方分権特区」とでも呼べる実証実験的な権限移譲について、現在は提案募集方式による提案

として対応されているところであるが、提案に際しては他の個別事業見直しと同様、実際に発生

した具体的な支障事例が求められるなど、いわゆる実証実験的な目的による提案は事実上受け付

けられていない。地方主導による地方分権改革を推進すべく、提案募集方式とは別枠で制度化す

べき。 

（２）地方税財源の充実・確保など中長期的かつ制度的な課題への対応 

  ・国から地方への権限移譲や義務付け・枠付けの見直し等の議論と並行して、各地方公共団体にお

ける地方分権の推進基盤たる地方税財源の充実・確保など、国と地方の役割分担の見直しを踏ま

えた中長期的かつ制度的な課題について問題提起するため、今後、地方分権改革推進本部や有識

者会議において具体的議論を展開していくべき。 

（３）「従うべき基準」の制度的議論 

 ・放課後児童クラブの従うべき基準の参酌化にあたっては、報道や国会審議等において「基準の撤

廃」や「質の低下」といった提案内容の本質が理解されていない議論も一部見受けられた。今後、

福祉等分野における「従うべき基準」に関しては、質の確保の議論に偏りがちな個々の事業見直

しではなく、「従うべき基準」を一括して地方分権改革の制度論として議論を開始すべき。 

   （例：福祉等分野における「従うべき基準」を廃止し、「参酌すべき基準」へ一律見直す 等） 



【参考】令和元年の地方分権改革に関する提案募集について 

（１）関西広域連合による「地方分権特区」提案 

・関西広域連合は、令和元年の提案募集に際し、実証実験的な権限移譲を求める「地方分権特区」

の提案として、以下３件の提案を実施。 

・しかし、いずれの提案も、具体的な支障事例が不足することを理由に「提案団体から改めて支障

事例等が具体的に示された場合等に調整の対象とする提案」に整理され、各省庁との調整は行わ

れないこととなった。 

   ①国土形成計画法に基づく近畿圏広域地方計画の策定権限の移譲 

   ②大学の許認可等の権限移譲    ③専門職大学の許認可等の権限移譲 

（２）提案募集の対象外と整理された提案（例） 

「企業主導型保育事業の制度創設前に設置された院内保育施設に対する助成対象の拡大」 

（提案団体：島根県、中国地方知事会） 

企業主導型保育事業は、新たな保育の受け皿確保のため創設されたことから、制度創設前（平成 28年３月

31 日以前）に設置された施設への補助は認められていないが、院内保育施設については制度創設前の施設で

あったとしても、企業主導型保育事業の助成対象とする。 

⇒対象外の理由：当該提案は単に補助金の対象範囲の拡大を目的とする提案であり、「補助金等

の要綱等に関する規制緩和」には該当しないため。 

 


